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(1) 現況 

① 大学名 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

第１ 教育に関する目標

No 年度計画 計画の実施状況等
評価委員会において確認した事項、 

進捗状況に関するコメントなど

1  高大接続システム改革（大学入学者選抜改革）について、平成 33
年度入試の方法等の予告・公表（平成 30
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達目標に沿った効果的な履修方法等を新入生に周知するため、「語学ハンドブック」を

作成した。 

・従来の語学カリキュラムが適用される在校生が不利益を被ることの無いよう、新語学

カリキュラムにより開設される平成 30 年度以降の語学科目が、従来の語学カリキュラ

ムのどの科目に該当するのかの読み替えの方針を決定した。 

・従来のカリキュラムが適用される在学生の語学科目履修に関する具体的な対応方法を

取りまとめ、周知を図った。



5 

いくこととした。
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ため、今後も継続してカリキュラムや科目の見直しを行う。

15 （人文社会学部） 
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を期に、これまでの事業の継続に加えて新たな連携事業を検討する。 







12 
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【取組の成果、課題】 
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「大変勉強になった」や「大変貴重な機会だった」などの肯定的な評価を述べており、

ティーチング・アシスタントが教育経験として有意義であったものと評価できる。 

・博士課程研究遂行協力制度を活用した博士後期課程の学生は、平成 29 年 12 月 16 日
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36 教育実施体制に関する将来構想に基づく取り組みについて検討を進

め、次期中期計画期間中における取り組み内容の計画を定める。

【中期計画２（１）イ、ウ】 

【取組実績】 
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37  平成 30 年度に予定されている理学系新学部の設置について、設置

認可申請書の提出後に文部科学省（大学設置・学校法人審議会）から

意見が付された場合には補正申請書を提出し、早期の設置認可をめざ

す。

 【中期計画２（１）イ、ウ】 

【取組実績】 

・平成 29 年 5 月下旬に文部科学省より、統計学を除く数学系科目 3 科目について必修

科目とすべきとの要望意見を、「数理物質情報コース」については「自然情報コース」

とすべきとの改善意見を受けた。要望意見については「微分積分学」と「線形代数学 I」

を必修に改め、改善意見については「自然情報コース」にコース名を改め補正申請した。

笩 成 課題
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40  図書館の電子的利用促進のため、電子ブックのさらなる導入を進め、

学生向けの学習環境の拡充に努める。

 【中期計画２（１）イ】 

【取組実績】 



19 
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ンパスにて芸術工学部生向けに 3月 7日に試行実施した。
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第１ 教育に関する特記事項

法人として特色ある取り組み 

（1）教養教育の新語学カリキュラムの策定 

学生の主体性と興味を重視し、多様性のある学習環境を提供するという理念に基づき、教養教育の新語学カリキュラムを策定し、平成 30 年度から実施する。その新語学カリキュラムでは、従来から英語科目の一部に
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など、大学の特性を活かしたプロジェクト研究を推進する。 

 【中期計画１（１）】 

スが複数の研究グループを構築した。 

・特別研究奨励費において、学内外の連携研究を推進するため、「地域貢献型共同研究

の推進事業」に対して 15 件 4,100 千円の研究費を配分したほか、大学の特性を活かし

たプロジェクト研究を推進するため、「国の競争的資金獲得のための活性化事業（先端



24 

【取組祗成果、課題 







27 



28 

ものの、相談会等の開催回数を増やすことができた（平成 25 年度からの累計では計 5

件採択）。 

（数値目標事項）                  

・平成 29 年度科学研究費助成事業の交付内定件数 435 件（平成 28 年度実績 382

件） 

・平成 29 年度科学研究費助成事業未申請の教員の比率 9.7％（平成 28 年度実績

10.3％） 
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した。 

・社会連携センターの概要や手続き、本学の社会貢献活動を掲載した「地域貢献パンフ

レット」を作成・配布した。 

【取組の成果、課題】 

・特別企画である「大学発！ハッピー子育て講座」と「寄付講座開設記念特別市民公開

講座」を合わせた市民公開講座全体の受講者は、平成 28 年度から 239 人増の 1,013 人

となった。 

・平成 28年度並である 79 件のイベントの開催案内を行うことができた。また、引き続

き本学ウェブサイトで開催案内を行ったすべてのイベントについて、開催報告を行うこ

とができた。 

64
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報発信を行った。 

・そのほか、名古屋市、経済団体、報道機関等を対象に、本学の研究者情報を広く発信

する「研究者プロフィール」を作成し、関係各所に配布した。 
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第４ 大学の国際化に関する目標

No
年度計画 計画の実施状況等

達成状況 評価委員会において確認した事項、

進捗状況に関するコメントなど
自己

評価

委員会

評価

69 さらなる海外協定校の拡充をめざす。また、現協定校とは共同研究

や合同シンポジウムなどを通じて交流の充実を図るとともに、拠点と

なる大学を定め、海外拠点の設置に取り組む。 

 【中期計画２】 

【取組実績】 

・新たに大学間交流協定を以下の 6校と締結した。これにより協定校は 39 校となった。
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第４ 大学の国際化に関する特記事項

法人として特色ある取り組み 

（1）国際化戦略企画会議・国際化推進本部の設置 

研究科・学部の枠を越えた全学的な国際化推進機関として国際化戦略企画会議及び国際化推進本部を設置し、本学における全学的な国際化の基本方針その他の戦略的国際化にかかる重要事項を審議することとした。 

未達成の事項 

なし 

・平成 29 年度大学間交流協定を締結したアメリカのミシガン州立大学の経済学部教授
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評価委員会から指摘された事項 
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微小残存病変（MRD）量の測定 

○MRI 撮影及び超音波検査融合画像に基づく前立腺針生検法 

・先進医療等支援費制度を利用して、現在までに 3技術に対して支援を行った。 
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38 
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・地域医療機関の医師と直接懇談を行うため平成 29 年 11 月 25 日に地域医療連携フォ
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【取組の成果、課題】 

・従来の災害時マニュアルをベースに時間外発災想定で災害時対応訓練を実施し、暫

定災害対策本部長の災害時アクションカードを新たに策定することができた。 

・平成 29 年度策定した BCP マニュアルの院内周知を図るとともに、災害時マニュアル

を「災害時初動マニュアル」として改訂することにより、通常業務と災害時業務の実

施方策について明らかにすることができた。今後は円滑な対応を図れるように訓練を

実施していく。 
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【取組の成果、課題】 

・今後も引き続き 6大学との連携関係を継続し、従来から行う連絡協議会や個別会議

等を通して、シミュレーションセンターを運営する人員体制や使用料徴収等の運営に

関わる課題を共有し、解決のための検討を行う。 

89 経営マネジメントを推進するため、病院機能評価の受審準備を計画

的に進め、更新認定を受ける。 

【中期計画 14】 

【取組実績】 

・更新認定を受けるため、ワーキンググループを中心に自己評価や改善活動を行い、

着実に準備を進めた。 

・病院機能評価の評価基準が新たに更新されることを受け、受審時期を平成 30 年度へ

変更し、受審に向けて、引き続き課題の改善や資料の準備を行った。 

・評価機関（公益財団法人日本医療機能評価機構）によるパイロット受審（新たな評

価基準による評価項目及び評価方法の検証、訪問審査の進行確認等を行う調査）を受

入れ、課題の確認、訪問審査の流れの確認、資料確認等を行った。 

・これらの取り組みにより、評価項目に対して取り組むべき課題の共有を行うことが

できた。

Ⅲ 
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第５ 附属病院に関する特記事項

法人として特色ある取り組み 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

No
年度計画
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成の強化につながった。 

・事務職員採用試験を採用日別に 2回実施し、有為かつ多様な人材を確保した。 

95
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有することで予算執行の適正化を図り、経営改善に努めてきた。 

・経費節減等の成果を平成 30 年度の予算案に反映し、計画的な執行を図った。 

【取組の成果、課題】 

・四半期ごとの予算執行状況報告時や中間決算時において、今期の予算執行状況や通期

の見通しを示すことで、今期の財務状況や今後の課題や対応について、各所属責任者が

出席する会議において、報告し議論する中で、法人全体で問題意識をもって執行の適正

化を図った。 

・また、四半期ごとの予算執行状況報告を実施することにより、予算と実績、前四半期







49 

Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項
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（2）認証評価結果における改善勧告等への対応

平成 29年 3 月に開催した学内の自己点検・評価委員会において、認証評価での提言事項（「改善勧告」及び「努力課題」）への対応について審議した。 
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境に対する取り組みを紹介するなど環境配慮への意識啓発を行った。また、新規採用者

を対象に、PDCA サイクルをはじめとした環境マネジメントについて研修の場で教示し、

身近な環境配慮に努めるよう周知を図った。 
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する仕組みを実施・検討するとともに、教職員及び学生の意識啓発を

図る。 
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Ⅴ その他の業務運営に関する特記事項

法人として特色ある取り組み 
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 平成 29 年 5 月 1 日現在  

学部の学科、研究科の専攻等名 
収容定員 

① 人 

収容数 

② 人 

定員充足率 


